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１．概要

島根原子力発電所第２号機第 17回定期検査中において，アクセスホールカバー（以下

「AHC」という）取付溶接部にひびが確認されたため，AHC取替を実施している。 

取替を実施した AHCの構造について図１に示す。 

本資料は，設工認「Ⅵ-3-別添 6-1 炉心支持構造物の強度計算書」への影響検討として，

シュラウドサポートプレートの評価に用いている応力集中係数に対する AHC 取替（シュ

ラウドサポートプレートに設けるアクセスホールの穴径の拡大）による影響を確認する

ものである。 

図１ AHC構造変更図 

２．応力集中係数の設定について 

シュラウドサポートプレートにはディフューザ穴（20個）及びアクセスホール(2個)が

ある。一般に， の応力集中が発生する[1][2]。こ

のためシュラウドサポートプレートの評価では保守的に応力集中係数 を設定してい

る。 

Ⅵ-3-別添 6-1「炉心支持構造物の強度計算書」においては，上記の応力集中係数を，

軸対称モデルで計算したシュラウドサポートプレートの応力に乗じて一次＋二次＋ピー

ク応力を算出し，疲労評価に用いている。

文献[1]，[2]ともに の応力集中が発生すると記

載されている。文献[2]では，最大の応力集中が生じる穴の円周方向以外の応力について

も説明がなされている。 

文献[1] 日本機械学会「機械工学便覧」

文献[2] 西田正孝「応力集中」 

シュラウドサポートシリンダ
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３．影響評価 

３．１ 評価方法 

ディフューザ穴及びアクセスホールによって生じる応力集中を確認するため，AHC

取替工事後のアクセスホール端部及びディフューザ穴端部について，穴のないモデ

ルと穴のあるモデルの 2種類を計算機コード「ＡＢＡＱＵＳ」により解析し，それぞ

れの発生応力を求める。その応力比より応力集中係数を求め，シュラウドサポートプ

レートの評価で適用した応力集中係数 を上回らないことを確認する。 

３．２ 解析条件 

解析は三次元モデルによって行い，AHC取替工事後のアクセスホール端部及びディ

フューザ穴端部について，穴のないモデルと穴のあるモデルの２種類を解析する。シ

ュラウドサポートプレートに面内荷重を負荷するため，荷重条件は，内圧（定格出力

運転時）とする。 

拘束条件を図 2，モデル概観及びメッシュ図を図 3及び図 4に示す。なお，アクセ

スホールの穴径は，ひび除去後（AHC取替後）の穴径としている。

図 3(b-2)及び図 4(b-2)に示すとおり，穴の周辺は緻密なメッシュ（要素）として

いる。穴の周辺を含めて，主に 6面体要素である C3D8I（非適合モード要素）を使用

している。一般部から構造不連続部への遷移域に C3D6を用いることで構造不連続部

の要素分割を緻密かつ適切な形状にしている。 

なお，計算機コード「ＡＢＡＱＵＳ」のマニュアルにおいて，非適合モード要素は

要素形状が適切であれば 2次の要素と同等の性能を示すとされている。 

３．３ 解析結果 

 解析結果を表 1に示す。表 1より，最大の応力比は 1.95であり，シュラウドサポ

ートプレートの評価に適用している応力集中係数 に包絡されている。 

別紙 1に，解析の妥当性確認結果及び解析結果の 1.95と文献[1][2]に記載された

との差異についての考察を示す。 
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表 1 穴なしモデルと穴ありモデルの応力の比較結果 

応力成分 穴なしモデル 

応力(MPa) 

穴ありモデル 

応力(MPa) 

応力比 

（穴あり／穴なし） 

ディフューザ穴 

σｒ 44.10 1.57 0.04 

σθ 84.47 164.66 1.95 

応力強さ 84.46 164.54 1.95 

アクセスホール

σｒ 48.75 0.32 0.01 

σθ 85.84 156.04 1.82 

応力強さ 85.73 156.46 1.83 

４．結論 

３．より，応力比は最大で 1.95であり，シュラウドサポートプレートの評価に用い

た応力集中係数 に包絡されることを確認したため，AHC取替による「炉心支持構造

物の強度計算書」への影響はないと判断する。 
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図 2 拘束条件 

原子炉圧力容器 

シュラウドサポートプレート

シュラウドサポートシリンダ

シュラウドサポートレグ

底面：完全拘束 

（3方向の並進を拘束） 

境界端面：対称条件 

（境界端面に対する垂直方向の並進を拘束） 

ディフューザ穴 

アクセスホール

応力評価点 

 
  30° 

(1/12モデル) 
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(a) 穴なしモデル概観

(b-1) メッシュ図 (b-2)メッシュ拡大図 

(シュラウドサポートシリンダ及び炉心シュラウド

非表示) 

図 3 穴なしモデル概観及びメッシュ図 

節点数 527729 

要素数 482619 
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(a) 穴ありモデル概観

(b-1) メッシュ図 (b-2)メッシュ拡大図 

(シュラウドサポートシリンダ及び炉心シュラウド

非表示) 

図 4 穴ありモデル概観及びメッシュ図 

節点数 430088 

要素数 380505 
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別紙 1 

解析の妥当性確認及び解析結果と文献値との差異についての考察 

（１）解析の妥当性確認 

別図 1にディフューザ穴とアクセスホールのそれぞれの穴端部からシュラウドサ

ポートシリンダに至る応力比の分布を示す。また比較のため，別図 1には，文献

[1][2]に記載された の応力を合わせて示す。比

較対象は，応力集中が最も大きくなるσθ（穴中心を原点とする極座標系の円周方

向の応力）としている。 

別図 1より，解析による応力比は，文献と同様に穴端部（穴中心からの距離／穴

半径＝１）に近づくにつれて，滑らかに増加していることが分かる。別図 1の解析

結果のプロットデータの間隔（解析モデルの節点の間隔）は十分に短く，穴端部に

近づくにつれて滑らかに応力が増加する傾向をとらえており，妥当な解析となって

いる。 

（２）解析結果と文献値との差異についての考察 

解析結果の最大の応力比は 1.95 であり，文献の に比べると低くなっている。

この理由は，文献が の値であるのに対して，解

析の対象であるシュラウドサポートプレートは であり，また，シュラウ

ドサポートプレートに ためと考えられる。

を設けた場合は，応力比が よりも小さくなることが知ら

れている[2]。 

ただし，本文の２．に記載のとおり，シュラウドサポートプレートの評価には，保

守的に応力集中係数 を設定し，疲労評価を行っている。 

文献[1] 日本機械学会「機械工学便覧」  

文献[2] 西田正孝「応力集中」 
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別図 1 σθの応力比 

16-8

13



資料�17 
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1. 概要

本資料は，新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲となった箇

所の系統構成及び材料を説明するものである。 

2. 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の系統構成について

今回，新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲は原子炉浄化系

主配管「原子炉圧力容器～原子炉圧力容器ボトムドレンライン合流部」の一部である。 

新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の概念図を図 1 に示す。 

図 1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の概念図 

原子炉圧力容器

ボトムドレンライン合流部
原子炉

圧力容器

V213-1

MV213-2

M

V213-2

：従来のクラス１申請範囲 

：新たにクラス１として申請する範囲 

：従来のクラス１申請範囲（今回，主配管に該当しない範囲として申請） 
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2.1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する経緯について 

従来，原子炉圧力容器底部にクラッド等が堆積するのを防止するためのボトムドレン流

量調整を目的として，ニードル弁（V213-2）を設置しているラインを主配管としていた

が，PLR 配管破断等の LOCA が発生した場合にはボトムドレンラインを通じて炉内からの

冷却材流出を抑制する観点から，原子炉圧力容器により近い箇所で冷却材流出の隔離が

可能となるよう，遠隔操作による弁閉止が可能な電動弁（MV213-2）を設置しているバイ

パスラインを主配管に変更する。 

この変更により，通常運転時において，電動弁（MV213-2）は全開，ニードル弁（V213-

2）は全閉運用となる。

なお，これまでニードル弁（V213-2）により流量調整を行ったことはなく，通常運転時

においてニードル弁（V213-2）は全開運用としていたこと，また，バイパスラインは高

温待機時等の RPV 上下部の温度差が大きくなる場合に電動弁（MV213-2）を全開すること

でボトムドレン流量を増加させ温度差による熱応力を緩和できるよう設置していたが，

これまで運用した実績はないこと及びニードル弁（V213-2）を設置しているラインとバ

イパスラインは同じ配管口径（80A）であり系統流量に影響はないことから，主配管運用

変更による系統機能への悪影響はない。 

ボトムドレンライン主配管変更前後の比較図を図 2に示す。 

従来 変更後 

  

図 2 CUWボトムドレンライン主配管変更前後の比較図 

CUW母管 

RPV 
PLR配管 

V213-2 

（全開運用） 

M 

MV213-2 

（全閉運用） 

主配管 

非主配管 
CUW母管 

RPV 
PLR配管 

V213-2 

（全閉運用） 

M 

MV213-2 

（全開運用） 

主配管 

非主配管 

M M 
PLR 

ポンプへ 

PLR 

ポンプへ 

M M 
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3. 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の材料について

新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲について，使用材料を

表 1～表 2，系統概要図を図 3 に示す。 

表 1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の配管の仕様 

最高使用圧力 最高使用温度 外径／厚さ 材料 

8.62 MPa[gage] 302 ℃ 89.1 mm／7.6 mm SUS316TP 

表 2 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の弁の仕様 

最高使用圧力 最高使用温度 
主要寸法 

（呼び径） 

材料 

弁箱 弁ふた 

8.62 MPa[gage] 302 ℃ 80A SCS16A SCS16A 
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図 3 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の系統概要図 
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別紙 1 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の供用期間中検査について 

1. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の供用期間中検査の概要

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリに変更される配管・弁について，非破壊検査（下表

の No.1〜6）については，日本機械学会「発電用原子力設備規格維持規格（2008年版）

JSME S NA1-2008」クラス１機器供用期間中検査を従来より実施していることを確認したた

め，今後も継続して同様の検査を実施する。 

漏えい試験（下表の No.7）については，従来クラス２機器の供用期間中検査を実施して

いる＊ため，今後はクラス１機器の供用期間中検査に組み込み，検査を行っていく。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲について従来クラス１機器の漏えい試験を実施し

ていない理由については２章に示す。 

クラス１機器供用期間中検査項目について表１に示す。

注記＊：残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ拡大範囲については，従来よりクラス１機器の供用期間中検査の際に第１

隔離弁（逆止弁）のテスト用バイパス弁を開くことで第２隔離弁まで加圧可能で

あるため，クラス１機器の供用期間中検査に含めて漏えい検査を実施している。 

表１ クラス１機器供用期間中検査項目 

No. 検査対象 試験方法 試験程度 検査実績 

1 主配管の溶接継手 
ＵＴ 

（100A以上） 
25%/10年 

実施済み 

（従来よりクラス１機器供

用期間中検査を実施してい

るため，今後も継続して実

施する。） 

2 
主配管の支持部材 

取付け溶接継手 
ＰＴ 7.5%/10年 

3 支持構造物 ＶＴ 25%/10年 

4 
弁のボルト 

締付け部 
ＶＴ 

類似弁毎に 

１弁/10年 

5 
フランジのボルト

締付け部 
ＶＴ 25%/10年 

6 弁本体の内表 ＶＴ 
類似弁毎に 

１弁/10年 

7 
全ての耐圧機器 

（漏えい試験）＊１ 
ＶＴ 100%/１定検 実施予定＊１ 

ＵＴ：超音波探傷試験，ＰＴ：浸透探傷試験，ＶＴ：目視試験（漏えい試験含む） 

注記＊１：今定期検査時は，プラント起動前に実施する。 
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2. 従来の原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲における漏えい試験の考え方について

クラス１機器に対する漏えい試験の要求は JSME S NA1-2008に以下の通り規定されてい

る。 

＜JSME S NA1-2008(抜粋)＞ 

上記のとおり，クラス１機器の漏えい試験の範囲としては，原子炉冷却材圧力バウンダ

リと一致させることが求められていたことから，供用期間中検査において当時の原子炉冷

却材圧力バウンダリのみを漏えい試験の範囲として実施していたことについて問題はな

い。 

一方，新規制にて原子炉冷却材圧力バウンダリが拡大されたことに伴い，原子炉冷却材

圧力バウンダリ拡大範囲においては今後クラス１機器の漏えい試験の範囲に組み込み，検

査を行っていく。 
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